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日本学術会議からの提言2008年6月日本学術会議からの提言2008年6月

日本社会が直面する重要課題

2010年9月第1回ICTを活用

した歩行者の移動支援に 日本社会が直面する重要課題
「安全・安心」と「資源・エネルギー・環境」

解決のためには

した歩行者の移動支援に
関する勉強会開催

実世界を構成するリアルな人・モノ・事象
が 空間的 時間的に 絶えず発生しつ

解決のためには

が、空間的、時間的に、絶えず発生しつ
づける膨大なデータや情報・知識を関連
づけ、統合的に検索・高度利用できるづけ、統合的に検索 高度利用できる
オープンでユビキタスなインフラが必要

それが実現すれば インタ ネット上のそれが実現すれば、インターネット上の
多くのサービスのように、そのインフラを
利用した応用プログラムの開発だけで、利用した応用プログラムの開発だけで、
さまざまな現実世界でのサービスが可能
になる

オープンでユビキタスなインフラが必要

日本学術会議の提言（１）2008年
複数の識別体系、空間・時間参照系の連携を可能とする基盤の実現複数の識別体系、空間 時間参照系の連携を可能とする基盤の実現

産業界の活動を踏まえ、政府が中心となり、さまざまな分野で利用
されている表現体系や参照系を明示的に記述・定義し、それらの登
録、一覧作成、相互変換などを可能とする共通環境（レジストリ）を社
会基盤として構築する 登録することによりそれぞれの表現体系によ会基盤として構築する。登録することによりそれぞれの表現体系によ
る場所定義に一意な識別子が振られ、それをもとに異なる表現体系
間での同定、包含関係、相互位置関係などを記述し相互運用を可能間での同定、包含関係、相互位置関係などを記述し相互運用を可能
にする。一意の識別子で明示化することで曖昧性を極力排除し、一
覧化することを通じて統一化や関連づけを強力に促進する。



日本学術会議の提言（２）2008年 19要旨ⅳ日本学術会議の提言（２）2008年p.19,要旨ⅳ

場所定義とその識別子を明示的に付与することを推進する場所定義とその識別子を明示的に付与することを推進する
法体系の整備

実世界を構成するモノのうち共通に利用されることの多い公共的な構
造物・施設や地物などに明示的に体系的な識別子を付与し、場所とし
ての空間定義 世界測地系などの国際的な標準空間参照系に基づいての空間定義、世界測地系などの国際的な標準空間参照系に基づい
た座標値を有する「アンカーポイント」を設置することなどを推進する法
体系を整備する。併せてそれらから発生するデータ・情報には識別子や体系を整備する。併せてそれらから発生するデ タ 情報には識別子や
空間・時間参照値をメタデータとして付与することを義務化する。また、
識別子や参照系、それらのレジストリを分野横断的に管理・認証する組

府 赤 線 整織を政府内に設置する。 (赤下線は、まだ未整備）

国土地理院は ﾄﾞを活用したイ テリジ ト基準点の設置と国土地理院は、uｺｰﾄﾞを活用したインテリジェント基準点の設置と
位置参照点・場所情報コードの設置・ガイドライン作成(2013年1月）

「地理空間情報高度活用社会 の理想像「地理空間情報高度活用社会 の理想像

（参考資料）新たな位置情報基盤検討の背景

•• 「地理空間情報高度活用社会」の理想像「地理空間情報高度活用社会」の理想像

– いつでも欲しいときに

– どこでも簡単に

– 誰でも

• 地理空間情報高度活用社会実現に向けた課題実現に向けた課題

必要とする種類･精度の位置情報が得られる

地理空間情報高度活用社会実現に向けた課題実現に向けた課題

– 現行の測位システムでは、屋内外の全ての空間を単独で
カバーすることはできず、組み合わせた利用が必要。カ する とはできず、組み合わせた利用が必要。

– 「位置」と「情報」が結び付けられる新たな基盤が必要

課題解決に向け、新たな位置情報基盤の構築を提案

・場所情報コード

課題解決に向け、新たな位置情報基盤の構築を提案

・場所情報コード・場所情報コード

・位置情報点

・場所情報コード

・位置情報点
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国土地理院スライド引用



場所情報 ド

場所情報コード・位置情報点について

場所情報コード

・ある場所に固定されたモノを識別し必要な情報を結びある場所に固定されたモノを識別し必要な情報を結び
付けられるようにするために、情報通信分野で使われる
ucodeに準拠したコード。ICタグなどに入れて使う。ucodeに準拠したコ ド。ICタグなどに入れて使う。

・位置（緯度、経度及び高さ（階層））による分類と、当該
位置に存在するモノを 意に識別するための連番で構位置に存在するモノを一意に識別するための連番で構
成されている。

128bit

国土地理院を表すコード 緯度 経度 階層 連番分類

128bits

位置情報点

・場所情報コードが記録されたＩＣタグ等の標識を持つ点。
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位置情報点整備及び利活用の流れ

位置情報点整備 考え方位置情報点整備の考え方

位置情報を発信したい人が整備し、みんなが使うのが基本

設置者 利用者

位置情報を発信した 人が整備し、みんなが使うのが基本

①選点・設置
②位置計測

④ コードの
書き込み 詳細情報

を公開

情報を
参照

を公開

申請

□□店の本日の
特売情報、☆☆が
お買い得！ 現在地周辺の

店舗情報を

発行機関
（国土地理院）

申請
発行

基本情報を利用

リンク

店舗情報を
お知らせします！

Web

③場所情報 基本情報

（国土地理院） 基本情報を利用
した新サービス
を提供

API

コードを発行 を公開

事業者
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緯度○○、経度△△、
◇階に□□店がある



場所情報コードの利用技術に関する共同研究

場所情報コ ドの利活用の可能性の検証場所情報コ ドの利活用の可能性の検証場所情報コードの利活用の可能性の検証
を行うため、１７者の共同研究者との間で共
同研究を実施（平成22年9月～24年3月）。
※一部研究については平成24年度継続実施

場所情報コードの利活用の可能性の検証
を行うため、１７者の共同研究者との間で共
同研究を実施（平成22年9月～24年3月）。
※一部研究については平成24年度継続実施

推進委員会
学識経験者 東大 柴崎教授総務省

実施体制 ※平成23年度末までの体制（太字は24年度継続の企業・機関等）

※ 部研究については平成24年度継続実施※ 部研究については平成24年度継続実施

GSI幹事

学識経験者

関係省庁

東大 柴崎教授
東大 越塚教授
名大 河口教授

総務省
経済産業省
国土交通省
東京都

検討ＷＧ④

エル・エス・アイ ジャパン 日立産機システム 国土地図
日立製作所
日本測量協会

検討ＷＧ① 検討ＷＧ② 検討ＷＧ③

単独実施
検討ＷＧ⑤

カクマル
測位衛星技術
慶應大学

日立産機システム
自治医科大学
測位衛星技術
基盤地図情報活用研究会
リプロ
コノエ測器

国 地図
リプロ
日本測量協会

日本測量協会
日本科学技術研修所
YRPユビキタス研究所

単独実施

サブテ マ（１） サブテ マ（２） サブテ マ（３）

検討 ⑤
コノエ測器

東京大学
日本情報経済社会推進協会
慶應大学
国際航業

サブテーマ（１）
記録媒体の仕様に
関する検討

サブテーマ（２）
利活用に関する技術開発

および実証実験

サブテーマ（３）
位置情報等の管理に

関する研究
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その他の共同研究事例

山村域における利活用実証実験（WG3）東日本大震災被災地での活用（WG2） 山村域における利活用実証実験（WG3）

森林管理や登山道案内への応用について検証

東日本大震災被災地での活用（WG2）

復興記録のアーカイブ化での活用

復興情報杭 利用型「定点撮影補助 プリ 画面復興情報杭

杭を基準点として、定期的に撮影記録し、
防災教育などへ活用

RFID利用型「定点撮影補助アプリ」画面
（東京大学・岩井助教開発案）

第4回場所情報コードの利用技術に関する共同
研究推進委員会WG2報告資料に基づき編集

詳細位置情報の詳細位置情報の詳細位置情報の
記述手法検討（ＷＧ１）
詳細位置情報の
記述手法検討（ＷＧ１）

コードの分解能（0.1秒）より高精度な
位置情報を記載するための拡張コード

（街路灯への応用例）

コード発行及び基本情報
管理に関する検討（ＷＧ４）
コード発行及び基本情報
管理に関する検討（ＷＧ４）

を検討

街路照明灯に場所情
報コードを付与
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基本情報の項目及びセキュリティ対策、
発行・管理の具体的手続き等について
検討

誰かに追いかけ誰かに追いかけ
られてたかも？
(T_T)

暗くてこわ
いよ(>_<)

第５回場所情報コードの利用技術に
関する共同研究推進委員会ＷＧ５
資料に基づき編集



場所情報コードに関する国土地理院の取組

平成24年度以降の主な取組

ガイドライン作成基本情報閲覧システムの構築

平成24年度以降の主な取組

申請された場所情報コードを発行・管理する
システムは平成23年度までに構築。 場所情報コードの申請に関する手続きを

まとめたガイド イ を作成 平成 年
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外部利用者が情報を閲覧・検索できるシステム
を構築。平成26年1月公開。

まとめたガイドラインを作成。平成26年
1月公開。

位置情報基盤整備のためのガイドライン

これまでの議論を踏まえた申請 発行手続きの主な特徴これまでの議論を踏まえた申請 発行手続きの主な特徴これまでの議論を踏まえた申請・発行手続きの主な特徴これまでの議論を踏まえた申請・発行手続きの主な特徴

●精度分類：測定方法に応じ経緯度の精度を４段階、標高の精度を３段階に分類
（経緯度） （標高）

分類 目安 測定方法

高精度
～ 0.01秒
（約0.3m）

公共測量並みの測定

～ 0 1秒 縮尺1/2500相当の電子国土基本図等か

分類 目安 測定方法

高精度 ～ 0.5 m 公共測量並みの測定

（経緯度） （標高）

中精度
～ 0.1秒
（約3m）

縮尺1/2500相当の電子国土基本図等か
らの読み取り

低精度
～ 1.0秒
（約30m）

ハンディGPSや縮尺1/25000相当の地
形図・電子国土基本図等からの読み取り

精度不明
精度が

わからない
上記より低精度、或いは精度が不明な

場合

低精度 ～ 5 m
縮尺1/25000相当の地形図や基

盤地図情報（デジタル標高モデ
ル）等からの読み取り

精度不明
精度が
わからない

上記より低精度、或いは精度が
不明な場合。

●予約申請の導入：現地での媒体設置前にコードを仮押さえ可能

わからない 場合。 わからない 不明な場合。

予約申請 発行申請事前計測 設置作業
本計測

修正申請 停止・廃止申請

●「属性」項目の導入：申請時に閲覧システムでの検索用のキーワードを登録可能

本計測

※計測と設置のため２度現地入りする手間を省くため、事前に図上などで計測した位置に基づきコードを予約できる制度を導入

●悪用対策の強化
（１）なりすまし防止：申請者事前登録制、コード申請時に認証を実施

● 属性」項目の導入 申請時に閲覧シ テ での検索用のキ ワ ドを登録可能

（２）占有対策：申請者≠施設管理者の場合に申請可能数を制限
（３）悪質情報の差別化：信頼度をエンドユーザが評価する制度を導入（予定）
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平成25年度取組予定：新たな共同研究

「場所情報 ド 位置情報サ ビ 応用 関する共同研究 を立ち上げ

（１）場所情報コードを用いた屋内外
ナビゲーションに関する研究

（２）場所情報コードの公物管理への応用に関する研究

効率的な公物管理 検討及び検証

「場所情報コードの位置情報サービスへの応用に関する共同研究」を立ち上げ

ナビゲーションに関する研究

場所情報コードとRFIDやIMES等の
屋内測位手法を組み合わせた屋内外
ナビゲーションに関する研究

効率的な公物管理の検討及び検証
RFIDの最新動向を踏まえたインテリジェント基準点の改良

ICタグ
汎用的な端末で
コードを読み取りナビゲ ションに関する研究

現況調査結果を
サーバで管理

（３）場所情報コードの運用に関する検討及び効果検証

経緯度等による分類を含まない新コード体系の活用方策
申請・発行手続き省力化のための運用体制の検討申請 発行手続き省力化 た 運用体制 検討
情報処理技術との連携

IMES, RFIDなどによる
・現在地の位置情報と周辺情報の連携等
（例 商品情報 特売情報とのリンク 等）

ucode(128bits)

国土地理院 （64bits） 0-0001-B-0000000003-16 Identification Code (64bits)

（例：商品情報・特売情報とのリンク、等）
2bits 23bits 24bits 9bits 6bits

●経緯度
分類型

分類
《００2》

緯度
《0.1秒単位》

経度
《0.1秒単位》

高さ
《階数》

連番
（0～63）

※緯度の空き領域を活用
2bits 62bits

連番（0～ 288230376151711743 ）11112

●経緯度
非分類型

分類
《００2》
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日本学術会議の提言（３） 年 ９ 要旨ⅳ日本学術会議の提言（３）2008年 p.1９ 要旨ⅳ
時空間情報を利用する情報検索基盤技術の開発と実装の促

進産業界は 識別情報の添付された「森羅万象」に関するデ タ進産業界は、識別情報の添付された「森羅万象」に関するデータ

や情報、知識を横断的に検索、収集し、統合を通じてさまざまな
サービスに展開できる基盤的プラットフォーム技術の開発と実装サ ビスに展開できる基盤的プラットフォ ム技術の開発と実装
を進める。併せて政府は、開発事業を通じて水平的な産業界の
連携や人材の育成を促進する。

社会基盤のＯＳを目指してトロン進化し 新たに公開社会基盤のＯＳを目指してトロン進化し、新たに公開
「Ｔ―カーネル２・０エクステンション（Ｔ２ＥＸ）」2012

家電を含むセンサ などに内蔵したＩＣタグから市街地や公共施設

トロン

家電を含むセンサーなどに内蔵したＩＣタグから市街地や公共施設
の大量データをクラウドで収集し、交通管理や公共施設の整備と管
理、災害時の安否確認、スマートシティの省エネ対策などに役立つ。理、災害時 安否確認、 シティ 省 ネ対策な 役 。

トロン自体にクラウド連携やビッグデータ処理に向けた機能を強化。



1984年からトロンプロジェクトは超機能分散システムが目標

HFDS（Highly Functionally Distributed System）

Toronshow2014
「見えてきたiｔｏT」

http://www.t‐engine.org/wp‐content/themes/wp.vicuna/pdf/20131211Keynote‐J3.pdfより引用

「見えてきたiｔｏT」
坂村健 スライドより



オープンソース・オープンデータ化
は世界の潮流

ビッグデータ収集の技術開発

①スマートフォンに搭載されるNFC（Near Field Communication）
近距離無線通信 S i PASMOなどの交通乗車券やEd近距離無線通信：Suica、PASMO などの交通乗車券やEdy、nanaco

などの電子マネーに使われているいわゆる FeliCaなどビッグデータ
取集のカギになる近距離無線通信の発展取集のカギになる近距離無線通信の発展

②スマート家電もセンサー化され、電気使用量、室温情報
など自動でデータ収集可能など自動でデ タ収集可能

防災対策とﾓﾉのインターネット関連技術

防災対応のマンホール

日立化成はＩＣタグを埋め込んだマンホールを開発。中のバル
ブ も タグを埋め 具を通 タブ バ ブブにもＩＣタグを埋め込み、器具を通してタブレットにバルブの
メーカーや工事をした時期が表示され、バルブを開くなどの情
報がその場でわかる 災害時など援助に来た人もすぐに作業報がその場でわかる。災害時など援助に来た人もすぐに作業
ができ、その場で被害データベースが作成可能になる



ユビキタス空間情報基盤に関する日本学術会議の提言（２００８）
から現在（2014）までにユビキタス空間情報基盤はユビキタス時空から現在（2014）までにユビキタス空間情報基盤はユビキタス時空

間情報基盤に改称されたが、社会インフラとしての着実な進化が
みられる。また、2014年には、日本学術会議から更なる提言を社
会に公表する準備をしている

ICTを活用した歩行者の移動支援の基盤が、ユビキタス時空間情

報基盤であることを認識し、最近、急速に発展してきた基盤技術
を重視する・ キーワードは、
●人と情報のインタ ネットの世界から人（ロボットも含む）・モノ●人と情報のインターネットの世界から人（ロボットも含む）・モノ
と情報のインターネット/クラウドコンピューティングの世界へ

●進化したトロンによりあらゆる人・モノをつないで、オープンな●進化したト ンによりあらゆる人 モノを ないで、オ プンな
インフラを構築し、ビッグデータを有効に利活用する。

●公共的な構造物・施設や地物などに明示的に体系的な
Uコードによる識別子を付与し、公共物の効率的な管理運用
だけでなく、場所としての座標値を有するあらゆる情報の
「アンカ ポイント にし ビキタス時空間情報社会を形成する「アンカーポイント」にし、ユビキタス時空間情報社会を形成する。

●アプリケーションの開発は、オープンデータ参加型で実施する。

Ⅱ 地理空間情報/GISからICTによる歩行者支援へのⅡ 地理空間情報/GISからICTによる歩行者支援 の
提案

①歩行者支援の歩行ネットワ ク地図は ベ スマップ①歩行者支援の歩行ネットワーク地図は、ベースマップ
を位置の基準である基盤地図情報にし、道路の詳細情
報(段差 道幅 道路構造物など）は 基盤地図情報の報(段差、道幅、道路構造物など）は、基盤地図情報の
更新に使用される道路工事完成図書から自動的に取
得できるようにする 基盤地図情報の更新作業と連得できるようにする。 基盤地図情報の更新作業と連
携するのがよい。

●歩行者ネットワークの歩道の道路中心線情報を基盤
地図情報に準ずるデータとし 基盤地図情報の更新時地図情報に準ずるデータとし、基盤地図情報の更新時
に同時に更新するようにする。



地図における位置的整合を確保する仕組みとして

基盤地図情報について

地図における位置的整合を確保する仕組みとして、
共通白地図の骨格となる基盤地図情報を整備

○○駅

××町

＊

＊

川
□□町

△△町

・地図の重複作成の回避・費用削減が図れる

基盤地図情報

地図の重複作成の回避 費用削減が図れる
・さまざまな情報における位置のズレを縮小できる
・ＧＩＳを利用した新たな民間サービスを創出できる

Ａ市都市計画図 基盤地図情報

データ編集

市都市計画図

B市
Ａ市

デ タ編集

B市都市計画図

B市C地区
道路管理用図面

都市計画図施設管理 都市計画図

＊
＊

○○駅

□□町

△△町

＊
＊

○○駅

□□町

△△町

施設管理
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公共施設の境界線市町村の町若しくは字

基盤地図情報の項目のイメージ

法

面

公共施設 境界線
（道路区域界）の境界線及び代表点

建築物の

公共施設の境界線
（河川区域界）

道路縁

字□□
測量の基準点

建築物の
外周線

水涯線

（河川区域界）

湖

○○二丁目△△
番

道路縁

河川堤防の
表法肩の法線

街区の境界線
及び代表点

水涯線

表法肩の法線

軌道 中心線 ○○市
1.40.9

軌道の中心線 ○○市

行政区画の境界線
及び代表点 海岸線測量の基準点標高点標高点
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国土地理院スライド引用



地方公共団体の責務(基本法第5条）地方公共団体の責務(基本法第5条）
• 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏ま地方公共団体は、国と 適切な役割分担を踏ま
えて、当該地域の状況に応じた地理空間情報の
活用の推進に関する施策を策定し実施する責務活用 推進 関する施策を策定 実施する責務
を有する（基本法第5条）。

地方公共団体の基盤地図情報整備・
新 責務 基本法第 条）更新の責務(基本法第１６条）

•国及び地方公共団体は 地理情報システム•国及び地方公共団体は、地理情報システム
の普及を図るため、整備に係る技術上の基準
に適合した基盤地図情報を整備し適時に更新に適合した基盤地図情報を整備し適時に更新
することが求められている。

基盤地図情報活用の責務基盤地図情報活用の責務
（基本法17条）
• 国及び地方公共団体が地図を作成する場合、対
象となる区域において、既に整備された基盤地
図情報が存在している場合は相互の活用に努め
ることが求められている。

国・地方自治体は、基盤地図情報がある場合には、位置の基
準として利活用しなければならないし、基盤地図情報よりも
位置精度が高い地図情報がある場合には それらを利用して位置精度が高い地図情報がある場合には、それらを利用して
基盤地図情報の位置精度を上げなければならない。
例 2500レベルの道路縁が概成された基盤地図情報であ例 5 道路縁が概成された基盤地図情報であ

る場合、500レベルの道路縁(基盤地図情報）へできるだけ
早くスパイラルアップしなければならない。



基盤地図情報の整備と公共測量の手続
き 地形図データとき 地形図デ タと

工事竣工データ

基盤地図情報を利用した地理空間情報の整備のための手引：2009年8月国土地
理院 p 19引用



② 観光情報と場所情報コード利活用に関するアプリ②
開発コンテストを観光庁のビジットｊａｐａｎ連携事業と
行い。地方自治体の観光情報のオープン化と連携し
たＵコード活用の利便性を普及させる。

また、関東観光推進会議とも連携し、観光客の歩行
者支援も行う。

オープンデータを有名にしたアプリコンテストの試み
は、もともとGoogleがＧＩＳビジネスをワシントン州で戦は、もともとGoogleがＧ Ｓビジネスをワシントン州で戦
略的に実施するため、観光情報GISからコミュニティ情
報、行政情報全般に拡大した経緯がある。

その時のキャッチフレーズは、民主主義のためのアプ
リ開発(Ａｐｐs for Democracy）

米国GIS産業の中
核企業は、
従来のESRIに加え、
GoogleやAppleが
参入している。

IT業界のGIS産業
進出への進出は、ソー

シャルメデイアと
GISアプリの融合
で 地球レベルので、地球レベルの
デジタルマップは
そのプラット
フォ ムとしてそフォームとしてそ
の正確さと新鮮さ
がさらに重要に
なってきているなってきている。



③地籍調査の境界杭をインテリジェントにし 登記だけで③地籍調査の境界杭をインテリジェントにし、登記だけで
なく防災対応を含む、ユビキタス時空間基盤のアンカーポ
イントにし、歩行者支援の高度化をはかる。地籍情報もイントにし、歩行者支援の高度化をはかる。地籍情報も
ビッグデータとして多目的に利活用するようにする。

位置精度が非常に良い（ 単位）位置精度が非常に良い（cm単位）
道路の形状が非常によくわかる。歩行者支援に最適
（屈曲部）（屈曲部）
ロボットの自動歩行に活用
災害時の復興計画策定に土地に関する情報が必要
津波災害などの防災教育にも利活用
自宅前など多数の境界杭(点）があるので、ユビキタス
時空間情報基盤として重要時空間情報基盤として重要
地籍調査で設置するので、ICタグの費用のみでよい。
準天頂衛星が実用化されると測位が容易である。準天頂衛星が実用化されると測位が容易である。

地図上の点は 筆界標示杭（松山市平成 年世界地図上の点は、筆界標示杭（松山市平成17年世界
測地系で設置）

松山市土地家屋調査士提供



登記簿の地積測量図

筆界標示杭（一部は筆界基準杭）にUコードをつけ効

率的な現場管理と多目的利用が必要 特に官民境界率的な現場管理と多目的利用が必要 特に官民境界
杭に関して




